

厚労省、ホームヘルプ等の事業運営の見直し、白紙に戻す

前号で、ホームヘルプサービス支援費の早朝、夜間等加算の見直しや、身体介護、家事援助等についての支援費基準額の見直しなどについて、厚労省から７団体に提案があったことを伝えた。

それに対して、７団体は下記の要望書を提出し、１２月１７日（水）午後３時から高原障害福祉課長らと交渉をもった。その結果「これらについては、障害者(児)の地域生活支援の在り方に関する検討会で議論していく」ことになった。

この交渉には、日本障害者協議会（ＪＤ）から藤井常務理事、ＤＰＩ日本会議からは三澤事務局長らが出席した。

また、グループホームの事業運営の見直しについても、厚労省は関係団体に突然提案したが、重度障害者の生活を無視するものとして、関係団体から大きな批判の声が高まっていた。

この日、DPI日本会議やグループホーム関係団体などは、午前中約300名が厚労省に集まり抗議の集会と交渉を行った。その結果、厚労省は見直し案について白紙撤回し、突然の提案に対し陳謝した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
別　記

２００３年１２月１７日

厚生労働大臣　坂口　力　殿

「平成16年度に向けたホームヘルプサービスの

事業運営の見直し（案）」

についての意見と要望

拝啓

　平素より、貴殿の障害者福祉へのご尽力に感謝申し上げます。

この度、貴省から提案のありました「平成16年度に向けたホームヘルプサービスの事業運営の見直し（案）」については、支援費制度が始まってわずか１年での大幅な類型・単価体系の変更であり、ホームヘルプ事業者に対して大きな混乱を産み、利用者に対するサービスの低下がおこる可能性が非常に強いと考えています。

　このような重要な見直しについては、現在行われている障害者（児）の地域生活支援の在り方に関する検討会において検討されるべき課題であり、拙速な制度の変更は貴省と当事者団体の信頼関係を損なうこととなります。

本年の大幅な予算不足を受けて事業運営に対して何らかの工夫をしなければならないことは理解しますが、あくまでもサービス利用者の地域生活の保障を第一に考えた対応を要望致します。

記

１．現状でこのような大幅な見直しをすることは時期尚早であり、貴省の案を白紙に戻し、互いの信頼関係を保ちつつ、障害者(児)の地域生活支援の在り方に関する検討会で議論すること。

２．なお、今回、同様に来年度予算に関する見直しとして示された「平成16年度に向けたグループホームの事業運営の見直し（案）」についても白紙に戻し、当事者・関係者との信頼関係を保ちつつ検討を進めること。
以上
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